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そ

降セーフティネット保

の

証制度に変更があった

他

ことから、窓口相談件

　

数が急増しました。

Ａ

】

：成果があがった

【協働： 】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

18年度 平成19年度

.

平成20年度 平成21

事

年度 平成22年度 平成

業

23年度 平成24年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成18年度 平成19

付

年度 平成20年度 平成

け

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成18年度 平成

名

19年度 平成20年度

事

平成21年度 平成22

業

年度 平成23年度 平成

担

24年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成20年

科

度の主な取組と成果

平

目

成20年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成20年度分) 頁

金融

種

相談事業

経済部　産業

類

振興課

01－0701 ハ02－010000 ○ ー ●

04 基本目標４　　

ド

活力とにぎわいに満ち

ソ

たまち
総合計画の

01

フ

①〈持続可能〉　産業

ト

の発展を持続させる
位

根

置付け
02 2 産業の

拠

経営基盤を強化する

平法 塚市中小企業等融資制令 度要綱

融資を受けよう

等

とする中小企業 平成１対 ６年度 ～ 

□ □ ■ □

象

湘南経営支援パートナ

・

ーズ

融資を受けようと

受

する中小企業者が、金

益

融相談窓口を活用して

者

中小企業者の経営の安

事

定と振興を図るため、

業

各種融資制度の紹
、経

期

営の健全化が図られて

間

います。 介など経営改

委

善相談業務を行います

託

。

「金融のしおり」発

、

行部数 部

－

3,000

協

3,000 3,000

働

3,000 3,000

【

3,000

3,000

委

4,000

融資相談件

託

数 件

－

800 800 8

：

00 800 800 80

3

0

674 1,619

①

セ

：予定どおり

金融総合

ク

案内窓口で専門相談員

・

が、国、県、市の融資

財

について相談を受付け

団

、アドバイスを行い、

企

融資を受けようとする

業

中小企
業者に対して、

Ｎ

経営の健全化を促進す

Ｐ

ることができました。

Ｏ

２０年度は、１０月以
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位

成・配布 成・配布 成・

施

配布 成・配布

0 0 0 0

策

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

へ

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

の

0 0 0 0

0 3,490

貢

4,152 5,308

献

5,308 5,308

高

5,308

0 3,49

市

0 4,152 5,30

民

8 5,308 5,30

満

8 5,308

－ － －

0

足

.00 0.45 0.4

度

5 0.45 0.45 0

を

.45 0.45

0.0

高

0 0.00 0.00 0

め

.00 0.00 0.0

る

0 0.00

0 3,77

方

6 3,776 3,76

策

1 3,761 3,76

業

1 3,761

0 7,2

有

66 7,928 9,0

効

69 9,069 9,0

性

69 9,069

● ○ ○

継

○ ○ ○ ○

金融総合案内

続

窓口の存在が広く知ら

に

れるようになり、定着

よ

してきています。

市民

る

満足度を高めるような

成

相談を推進するととも

果

に、相談者のニーズに

向

応じた方策を研究しま

上

す。

市では中小企業者

の

への融資に関する国、

可

県、市の様々な
情報を

能

提供していま。利用者

性

に最適の融資等の相談

低

には
専門知識を必要と

そ

しますが、専門家に委

の

託することで、
融資を

他

受ける中小企業者の利

事

便性を確保し、融資の

業

迅速
な対応ができます

の

。また、チャレンジア

目

ップ資金のモニ
タリン

的

グを行うなど、確実な

､

成果が得られているの

対

で、
継続すべき事業と

象

考えています。

､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平

項

成21年度 平成22年

目

度 平成23年度 平成2

分

4年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成22年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成22年度の取

の

組方針

課長コメント

■
抽

融資相談を希望する事

出

業者は数多いが、総合

総

的に相談で
●■ きる窓

合

口は少なく、必要性は

評

高い。また、セーフテ

価

ィネ

■ ット保証制度に

市

的確な対応ができる窓

民

口に対する市の関 ○
□

ニ

与の必要性は高い。

□

ー

融資相談のみならず、

ズ

申請書類記入のアドバ

高

イスも行い
●■ 、融資

事

を受けようとする市民

業

の満足度は高い。

□ ○

目

□
■ 事業者の融資相談

的

のほか、新創業に関す

の

る相談も受付け
○

□ て

達

おり、総合案内窓口と

成

しての妥当性は高い。

状

●
□

○
□
□ 税理士、中

況

小企業診断士、金融ア

必

ドバイザーなどで構成

要

○
□ しているＮＰＯ法

性

人との協働により行っ

市

ている事業であ
●

■ り

の

、効率性は高い。
○

□

関

相談業務の更なる拡充

与

を図ります。

相談窓口

の

の開設と相談窓口の開

必

設と相談窓口の開設と

要

相談窓口の開設と相談

性

窓口の開設と相談窓口

低

の開設と

金融のしおり

事

の作金融のしおりの作

そ

金融のしおりの作金融

の

のしおりの作金融のし

他

おりの作金融のしおり

上

の作

成・配布 成・配布
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展開 平成21年度への展開 平成22年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

－ Ｂ：おおむね成果があがった Ａ：成果があがった

－ ①：予定どおり ①：予定どおり

金融総合案内窓口で専門相談員が、 金融総合案内窓口で専門相談員が、
国、県、市の融資について相談を受 国、県、市の融資について相談を受
付け、アドバイスを行った。融資を 付け、アドバイスを行い、融資を受
受けようとする中小企業者に対して けようとする中小企業者に対して、
、経営の健全化を促進することがで 経営の健全化を促進することができ
きた。 ました。２０年度は、１０月以降セ

ーフティネット保証

５

制度に変更があ
ったこ

.

とから、窓口相談件数

事

が急増
しました。

相談

業

業務の更なる拡充を図

展

る。 相談業務の更なる

開

拡充を図ります。

－ 現

の

状の規模で継続 現状の

経

規模で継続

市民満足度

緯

を高めるような相談を

平

推 市民満足度を高める

成

ような相談を推
進する

1

とともに、相談者のニ

8

ーズに 進するとともに

年

、相談者のニーズに
応

度

じた方策を研究する。

事

応じた方策を研究しま

業

す。

－ 実施計画事業 実

分

施計画事業

平成19年度事業分 平成20年度事業分

進捗状況

主な取組と成果

検証結果

平成20年度への
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その他　】 【協働： 】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

18年度 平成19年度

.

平成20年度 平成21

事

年度 平成22年度 平成

業

23年度 平成24年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成18年度 平成19

付

年度 平成20年度 平成

け

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成18年度 平成

名

19年度 平成20年度

事

平成21年度 平成22

業

年度 平成23年度 平成

担

24年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成20年

科

度の主な取組と成果

平

目

成20年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成20年度分) 頁

中小

種

企業金融支援事業

経済

類

部　産業振興課

01－ ハ070102－020 ー000 ○ ●

04 基本目

ド

標４　　活力とにぎわ

ソ

いに満ちたまち
総合計

フ

画の
01 ①〈持続可能

ト

〉　産業の発展を持続

根

させる
位置付け

02 2

拠

 産業の経営基盤を強

法

化する

平塚市中小企業令 等融資制度要綱 外４等 要綱

融資を受けようと対 する中小企業、金融機象 関

□ □ □ □

平塚市中小

・

企業融資制度を利用し

受

た中小企業者が、支払

益

った信 中小企業の経営

者

の安定と振興を図るた

事

め、施設・設備の導入

業

な
用保証料の補助や利

期

子の補給を受けて健全

間

な発展をしています ど

委

の支援をします。
。

「

託

金融のしおり」発行部

、

数 部

－

3,000 3,

協

000 3,000 3,

働

000 3,000 3,

【

000

3,000 4,

委

000

融資の達成率

託

率

融資件数÷申

：

込み数×100

3

200 100 100

セ

100 100 100

1

ク

52 94

①：予定どお

・

り

金融危機の影響を受

財

けた中小企業に対する

団

資金融資の見直しを図

企

るとともに、利子補給

業

・信用保証料補助の支

Ｎ

援を拡充し経営の
安定

Ｐ

に寄与しました。

Ａ：

Ｏ

成果があがった
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位

0 0

0 435,400

施

435,400 435

策

,400 435,40

へ

0 435,400 43

の

5,400

0 56,1

貢

71 39,255 54

献

,064 54,064

高

54,064 54,0

市

64

0 491,571

民

474,655 489

満

,464 489,46

足

4 489,464 48

度

9,464

－ － －

0.

を

00 0.73 0.73

高

0.69 0.69 0.

め

69 0.69

0.00

る

0.00 0.00 0.

方

00 0.00 0.00

策

0.00

0 6,126

業

6,126 5,766

有

5,766 5,766

効

5,766

0 497,

性

697 480,781

継

495,230 495

続

,230 495,23

に

0 495,230

● ○

よ

○ ○ ○ ○ ○

制度融資の

る

普及に向けた広報を行

成

い、利用促進を図ると

果

ともに、経済情勢に対

向

応できるように制度の

上

拡充を目指します。

中

の

小企業の経営安定に寄

可

与できるような、新た

能

な金融支援策の研究を

性

行います。

中小企業金

低

融支援事業は、中小企

そ

業者に対しての融資制

の

度を設けるとともに、

他

信用保証料補助や利子

事

補給を行っ
ています。

業

このことは、中小企業

の

者の事業活動に必要な

目

資金融資の円滑化を図

的

り、市内の中小企業者

､

の健全な育
成・振興に

対

資していると考えられ

象

るので、今後も継続す

､

る事業であると考えて

内

います。

容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平

項

成21年度 平成22年

目

度 平成23年度 平成2

分

4年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成22年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成22年度の取

の

組方針

課長コメント

■
抽

世界的な金融危機の影

出

響を受けている中小企

総

業の経営安
●□ 定に向

合

けて、市の制度融資利

評

用者に対して利子補給

価

や信

■ 用保証料補助を

市

行うことは必要性が高

民

い。 ○
□
□ 制度融資利

ニ

用者が支払った利子や

ー

信用保証料の一部を補

ズ

●■ 助することは、中

高

小企業の満足度を高め

事

るためには有効

□ です

業

。 ○
□
■ 利子補給・信

目

用保証料補助は、中小

的

企業の経営支援の策
○

の

■ としては効果的であ

達

り、その内容は随時見

成

直しを行って
●

□ おり

状

妥当性は高い。
○

□
■

況

利子補給金の算出をシ

必

ステム化して効率性を

要

高めていま
○

□ す
●

□

性

。
○

□

経済状況を反映

市

した融資制度について

の

の研究を行います。

資

関

金融資や利子補資金融

与

資や利子補資金融資や

の

利子補資金融資や利子

必

補資金融資や利子補資

要

金融資や利子補

給・信

性

用保証料補給・信用保

低

証料補給・信用保証料

事

補給・信用保証料補給

そ

・信用保証料補給・信

の

用保証料補

助 助 助 助 助

他

助

0 0 0 0 0 0 0

0 0

上

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0
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展開 平成21年度への展開 平成22年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

－ Ｂ：おおむね成果があがった Ａ：成果があがった

－ ①：予定どおり ①：予定どおり

施設・設備の導入などを行う中小企 金融危機の影響を受けた中小企業に
業への資金融資や、利子補給・信用 対する資金融資の見直しを図るとと
保証料補助の支援を行い経営安定に もに、利子補給・信用保証料補助の
寄与した。 支援を拡充し経営の安定に寄与しま

した。

経済状況を反映した融資制度の研究 経済状況を反映した融資制度につい
を行っていく。 ての研究を行います。

－ 現状の規模で継続 現状の規模で継続

新た

５

な融資の研究を行う。

.

中小企業の経営安定に

事

寄与できるよ
うな、新

業

たな金融支援策の研究

展

を行
います。

－ 実施計

開

画事業 実施計画事業

の経緯

平成18年度事業分 平成19年度事業分 平成20年度事業分

進捗状況

主な取組と成果

検証結果

平成20年度への
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Ｏ

12m)

41.2 69

そ

.4 100

39.6 1

の

00

①：予定どおり

農

他

道や用排水路を改修整

　

備し、農業生産性の向

】

上と安定を図りました

【

。
農道改良Ｌ＝８７３

協

ｍ、用排水路（防護柵

働

設置含む）Ｌ＝１，７

：

７５ｍ

Ａ：成果があが

】

った

目的・目標 事業の概要

頁

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成18年度 平成19年

１

度 平成20年度 平成2

.

1年度 平成22年度 平

事

成23年度 平成24年

業

度
目

標

実

績

指標名 単位

の

説明・算定式

成果指標

位

① 平成18年度 平成1

置

9年度 平成20年度 平

付

成21年度 平成22年

け

度 平成23年度 平成2

事

4年度
目

標

実

績

指標名

務

単位

説明・算定式

成果

事

指標② 平成18年度 平

業

成19年度 平成20年

名

度 平成21年度 平成2

事

2年度 平成23年度 平

業

成24年度
目

標

実

績

担当

進捗状況
遅

予

れている理由

平成20

算

年度の主な取組と成果

科

平成20年度
の検証結

目

果

事業評価シート (

事

平成20年度分) 頁

農

業

道・用排水路整備事業

種

経済部　農水産課

01 類－060105－02 ハ0000 ● ○

04 基本

ー

目標４　　活力とにぎ

ド

わいに満ちたまち
総合

ソ

計画の
01 ①〈持続可

フ

能〉　産業の発展を持

ト

続させる
位置付け

02

根

2 産業の経営基盤を

拠

強化する

農業者、市民

法

□ □ □ □ 水利組合、自

令

治会

農道や用排水など

等

を整備することにより

対

、農業の多面的機能に

象

農業生産性の向上のた

・

め、北豊田、岡崎地区

受

などの農道を整備
よる

益

環境の保全を確保し、

者

農業の生産性の向上と

事

農業経営の安 します。

業

また、農業用水の確保

期

を図るため、南金目地

間

区などの
定が図られて

委

います。 用排水路を整

託

備します。

３か年の農

、

道整備進捗率 ％

H19

協

：（纒・北金目等）4

働

1.2％(1,397

【

m)、H20：（北金

委

目等）27.7％(9

託

40m)、H21:(

：

北豊田等)31.1%

3

(1,05
5m)

41

セ

.2 68.9 100

3

ク

9.8 65.5

３か年

・

の用排水路整備進捗率

財

％

H19：（豊田等）

団

41.2％(940m

企

)、H20：（寺田縄

業

等）28.2％(65

Ｎ

8m)、H21：（豊

Ｐ

田等）30.6％(7
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上

、用

など、用排水：豊

位

、用排水：大神な、用

施

排水：岡崎な用排水：

策

豊田打間崎等、用排水

へ

：豊排水・豊田打間木

の

田など ど ど 木・大島等

貢

田打間木・横内等・横

献

内等

0 39,996 0

高

0 0 0 0

0 41,86

市

0 30,075 32,

民

400 40,000 4

満

0,000 40,00

足

0

0 0 0 0 0 0 0

0 0

度

0 0 0 0 0

0 133,

を

418 119,036

高

55,927 55,9

め

27 55,927 55

る

,927

0 215,2

方

74 149,111 8

策

8,327 95,92

業

7 95,927 95,

有

927

－ － －

0.00

効

3.57 3.37 3.

性

32 3.32 3.32

継

3.32

0.00 0.

続

20 0.20 0.20

に

0.20 0.20 0.

よ

20

0 30,642 2

る

8,964 28,43

成

2 28,432 28,

果

432 28,432

0

向

245,916 178

上

,075 116,75

の

9 124,359 12

可

4,359 124,3

能

59

○ ● ○ ○ ○ ○ ○

農

性

業生産性の向上と農業

低

の近代化に対応してい

そ

くため、基盤整備を現

の

状規模で継続していき

他

ます。。

更なる環境に

事

やさしい農道・用排水

業

路の整備を推進してい

の

きます。

　大型機械の

目

導入や施設の改修によ

的

る農作業の省力化を
図

､

るため、農業基盤施設

対

の整備を継続的に進め

象

るもので
す。

､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善によ

頁

る効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22

項

年度 平成23年度 平成

目

24年度

決算額 決算額

分

決算額 予算額 試算額 試

析

算額 試算額

事業内容

国

の

庫支出金
財

県支出金
源

視

起債
内

その他　特財
訳

点

一般財源

事業費（A）

左

執行率（%）

内 職員（

記

人）

訳 再任用（人）

人

の

件費（B）

フルコスト

視

（A+B）

点に

４.今後の事業展

関

開（担当課としての提

す

案）
平成22年度の事

る

業の方向性

現状の規模

分

で継続 拡大して継続 縮

析

小して継続 廃止 休止 終

・

了 他事業と統合

＜判断

課

理由＞

平成22年度の

題

取組方針

課長コメント

の

■ 農道の拡幅による大

抽

型機械の導入や用排水

出

路の整備によ
●■ る用

総

水の安定供給など、効

合

率の良い営農活動を行

評

う必要

■ があります。

価

○
■
□ 効率的な営農活

市

動とともに、市民に地

民

元産の安心安全な
●■

ニ

食糧を安定供給し、安

ー

心安全な地域づくりに

ズ

寄与する必

■ 要があり

高

ます。 ○
□
■ 農道及び

事

用排水路の改修整備に

業

より、耕作放棄の解消

目

や
●

■ 緑地保全による

的

地球温暖化の防止など

の

に役立たせ、公益
○

□

達

性の増大につながりま

成

す。
○

■
■ 経済的な工

状

法を採用し、更なるコ

況

スト削減に取り組み、

必

●
■ 事業の効率の向上

要

を図ります。
○

□
○

■

性

必要性、有効性、妥当

市

性、効率性の評価は高

の

く、更に環境及び景観

関

にも配慮した整備の検

与

討を行っていく必要が

の

あります。また
、この

必

事業がどれだけ市民の

要

食糧の供給に役立って

性

いるのかを検証してい

低

きます。

農道：纒・北

事

金目農道：北金目など

そ

農道：北豊田など農道

の

：北豊田等、農道：北

他

豊田・岡農道：岡崎等
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の展開 平成21年度への展開 平成22年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

－ Ａ：成果があがった Ａ：成果が

頁

あがった

－ ①：予定どおり ①：予定どおり

農道や用排水路を改修整備したこと 農道や用排水路を改修整備し、農業
により、農業生産性の向上と安定が 生産性の向上と安定を図りました。
図られた。農道改良L=1,352m、用排 農道改良Ｌ＝８７３ｍ、用排水路（
水路（防護柵設置含む）L=923m 防護柵設置含む）Ｌ＝１，７７５ｍ

必要性、有効性、妥当性、効率性の 必要性、有効性、妥当性、効率性の
総合評価は高い。今後は、更に環境 評価は高く、更に環境及び景観にも
及び景観

５

にも配慮した整備の検

.

討を 配慮した整備の検

事

討を行っていく必
行っ

業

ていく必要がある。ま

展

た、この 要があります

開

。また、この事業がど

の

事業がどれだけ市民の

経

食糧の供給に れだけ市

緯

民の食糧の供給に役立

平

って
役立っているのか

成

を検証していきた いる

1

のかを検証していきま

8

す。
い。

－ 現状の規模

年

で継続 拡大して継続

更

度

なる環境にやさしい農

事

道・用排水 更なる環境

業

にやさしい農道・用排

分

水
路の整備を推進して

平

いく。 路の整備を推進

成

していきます。

－ 実施

1

計画事業 実施計画事業

9年度事業分 平成20年度事業分

進捗状況

主な取組と成果

検証結果

平成20年度へ
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Ｏ

かながわ都市農業推進

そ

資金利子補給金：延べ

の

116件、1,272

他

,394円
農業経営基

　

盤強化資金利子補給金

】

：延べ5件、137,

【

706円

Ａ：成果があ

協

がった

働： 】

目的・目標 事業の概要

頁

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成18年度 平成19年

１

度 平成20年度 平成2

.

1年度 平成22年度 平

事

成23年度 平成24年

業

度
目

標

実

績

指標名 単位

の

説明・算定式

成果指標

位

① 平成18年度 平成1

置

9年度 平成20年度 平

付

成21年度 平成22年

け

度 平成23年度 平成2

事

4年度
目

標

実

績

指標名

務

単位

説明・算定式

成果

事

指標② 平成18年度 平

業

成19年度 平成20年

名

度 平成21年度 平成2

事

2年度 平成23年度 平

業

成24年度
目

標

実

績

担当

進捗状況
遅

予

れている理由

平成20

算

年度の主な取組と成果

科

平成20年度
の検証結

目

果

事業評価シート (

事

平成20年度分) 頁

農

業

業者金融支援事業

経済

種

部　農水産課

01－0 類60103－0500 ハ00 ○ ●

04 基本目標

ー

４　　活力とにぎわい

ド

に満ちたまち
総合計画

ソ

の
01 ①〈持続可能〉

フ

　産業の発展を持続さ

ト

せる
位置付け

02 2 

根

産業の経営基盤を強化

拠

する

平塚市かながわ都法 市農業推進資金利子補令 給要綱（19.4.1等 施行）ほか

認定農業者対

□ □ □ □

農業者に対し

象

て設備導入などの融資

・

における利子補給の支

受

援を 農業者の経営基盤

益

の強化、後継者の育成

者

を図るため、設備導入

事

行うことにより、農業

業

経営の基盤強化、後継

期

者育成が図られて など

間

の融資における利子補

委

給をします。
います。

託

リーフレット発行部数

、

部

－

500 500 50

協

0 500 500 500

働

500 500

新規貸付

【

件数 件

平塚市かながわ

委

都市農業推進資金利子

託

補給要綱及び平塚市農

：

業経営基盤強化資金利

3

子助成要綱により交
付

セ

します。

10 10 10

ク

10 10 10

11 9

①

・

：予定どおり

かながわ

財

都市農業推進資金及び

団

農業経営基盤強化資金

企

の利子補給金を交付し

業

たことにより、農業経

Ｎ

営の基盤強化、後継者

Ｐ

育成に
寄与しました。
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上

0 0.00 0.00 0

位

.00 0.00

0 1,

施

847 1,847 1,

策

839 1,839 1,

へ

839 1,839

0 4

の

,028 3,257 3

貢

,430 3,430 3

献

,430 3,430

●

高

○ ○ ○ ○ ○ ○

本人から

市

の申請のため、計画的

民

な実施は困難であるが

満

、経営基盤の強化・後

足

継者の育成のため継続

度

して実施していきます

を

。

継続して実施するな

高

かで、ＰＲ活動の充実

め

を図り、農業経営の基

る

盤強化、後継者育成を

方

図ります。

　農業者の

策

経営基盤強化、後継者

業

の育成を図るため、設

有

備導入など融資におけ

効

る利子補給を行い、安

性

定した農業
経営に寄与

継

していくため、事業を

続

継続するものです。

による成果向上の可能性 低
その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善によ

頁

る効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22

項

年度 平成23年度 平成

目

24年度

決算額 決算額

分

決算額 予算額 試算額 試

析

算額 試算額

事業内容

国

の

庫支出金
財

県支出金
源

視

起債
内

その他　特財
訳

点

一般財源

事業費（A）

左

執行率（%）

内 職員（

記

人）

訳 再任用（人）

人

の

件費（B）

フルコスト

視

（A+B）

点に

４.今後の事業展

関

開（担当課としての提

す

案）
平成22年度の事

る

業の方向性

現状の規模

分

で継続 拡大して継続 縮

析

小して継続 廃止 休止 終

・

了 他事業と統合

＜判断

課

理由＞

平成22年度の

題

取組方針

課長コメント

の

■ 農業者の経営基盤強

抽

化、後継者の育成を図

出

るため、設備
●□ 導入

総

など融資における利子

合

補給が必要です。

■ ○

評

□
□ 継続的に実施する

価

ことにより、安定経営

市

の効果が見込ま
●□ れ

民

ます。

■ ○
□
■ 経営基

ニ

盤の強化、後継者の育

ー

成のためにも妥当です

ズ

。
●

□
○

□
○

□
■ 平成

高

１９年度に国の定める

事

要綱が改正され、市の

業

要領も
●

□ 改正を行い

目

ました。新要領の施行

的

により、資金計画の審

の

○
□ 査にかかる事務手

達

続きが簡素化されまし

成

た。
○

□

今後も、継続

状

して農業経営の強化、

況

後継者育成のため実施

必

します。

利子補給 利子

要

補給 利子補給 利子補給

性

利子補給 利子補給

0 0

市

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

の

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

関

0 0 0 0 0 0

0 2,1

与

81 1,410 1,5

の

91 1,591 1,5

必

91 1,591

0 2,

要

181 1,410 1,

性

591 1,591 1,

低

591 1,591

－ －

事

－

0.00 0.22 0

そ

.22 0.22 0.2

の

2 0.22 0.22

0

他

.00 0.00 0.0
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の展開 平成21年度への展開 平成22年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

－ Ａ：成果があがった Ａ：成果が

頁

あがった

－ ①：予定どおり ①：予定どおり

農業を営む者に、かながわ都市農業 かながわ都市農業推進資金及び農業
推進資金を貸し付ける融資機関に対 経営基盤強化資金の利子補給金を交
し、１１３件　1,614,798円の当該 付したことにより、農業経営の基盤
資金に関る利子補給金を交付し、農 強化、後継者育成に寄与しました。
業経営の基盤強化、後継者育成に寄 かながわ都市農業推進資金利子補給
与した。 金：延べ116件、1,272,394円

農業経営基盤強化資金利子補給

５

金：
延べ5件、137

.

,706円

今後も、継

事

続して農業経営の強化

業

、 今後も、継続して農

展

業経営の強化、
後継者

開

育成のため実施する。

の

後継者育成のため実施

経

します。

－ 現状の規模

緯

で継続 現状の規模で継

平

続

継続して実施するな

成

かで、ＰＲ活動 継続し

1

て実施するなかで、Ｐ

8

Ｒ活動
の充実を図り、

年

農業経営の基盤強化 の

度

充実を図り、農業経営

事

の基盤強化
、後継者育

業

成を図る。 、後継者育

分

成を図ります。

－ 実施

平

計画事業 実施計画事業

成19年度事業分 平成20年度事業分

進捗状況

主な取組と成果

検証結果

平成20年度へ
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Ｏ

づくりを指導するため

そ

「平塚あきんど実践大

の

学」を８回開催し、２

他

０６人の参加があり、

　

商業者の経営強化を進

】

めることが
できました

【

。

Ａ：成果があがった

協働： 】

目的・目標 事業の概要

頁

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成18年度 平成19年

１

度 平成20年度 平成2

.

1年度 平成22年度 平

事

成23年度 平成24年

業

度
目

標

実

績

指標名 単位

の

説明・算定式

成果指標

位

① 平成18年度 平成1

置

9年度 平成20年度 平

付

成21年度 平成22年

け

度 平成23年度 平成2

事

4年度
目

標

実

績

指標名

務

単位

説明・算定式

成果

事

指標② 平成18年度 平

業

成19年度 平成20年

名

度 平成21年度 平成2

事

2年度 平成23年度 平

業

成24年度
目

標

実

績

担当

進捗状況
遅

予

れている理由

平成20

算

年度の主な取組と成果

科

平成20年度
の検証結

目

果

事業評価シート (

事

平成20年度分) 頁

商

業

業経営セミナー等開催

種

事業

経済部　商業観光

類

課

01－070102 ハ－080000 ○ ●

0

ー

4 基本目標４　　活力

ド

とにぎわいに満ちたま

ソ

ち
総合計画の

01 ①〈

フ

持続可能〉　産業の発

ト

展を持続させる
位置付

根

け
02 2 産業の経営

拠

基盤を強化する

商業者

法

□ □ □ □ 商店街連合会

令

、平塚商工会議所

商業

等

に関する情報の提供や

対

経営などに関する指導

象

及び助成が充 商業経営

・

の安定と向上のため、

受

商業経営者、後継者及

益

び従業員
実し、商業者

者

の経営強化が図られて

事

います。 を対象にした

業

セミナー(商店街活動

期

及び商業経営の在り方

間

につ
いて）などを開催

委

し、意識の啓発を図り

託

ます。

商業経営セミナ

、

ー等開催回数 回

－

9 1

協

3 13

15 14

商業経

働

営セミナー等参加者数

【

人

－

190 300 30

委

0

412 315

①：予

託

定どおり

商店街の活性

：

化には魅力ある個店づ

3

くりが不可欠であるた

セ

め、商業経営者、後継

ク

者、及び従業員を対象

・

に商店街活動・商業の

財

あ
り方についての商業

団

経営セミナーを６回開

企

催し、１０９人の参加

業

がありました。また、

Ｎ

中小商業の後継者を対

Ｐ

象に「主張する店
舗」
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上

0 0.00 0.00 0

位

.00 0.00

0 5,

施

455 5,455 5,

策

432 0 0 0

0 5,9

へ

16 5,869 5,8

の

77 0 0 0

○ ○ ○ ○ ○

貢

○ ●

個店の個性化と魅

献

力化とともに、商業経

高

営の安定と向上、経営

市

力強化を図るために、

民

商業者を対象にしたセ

満

ミナーなどを開催し
意

足

識の啓発を図ります。

度

平成２２年度は、商店

を

等魅力アップ事業と統

高

合し、事業のレベルア

め

ップを図ります。

商業

る

経営の安定と向上のた

方

め、商業経営者、後継

策

者及び従業員を対象に

業

したセミナーを開催し

有

、意識の啓発を図りま

効

す。また、
中小商業の

性

後継者、起業者を対象

継

に、「主張する店舗づ

続

くり」を考え実践する

に

ための研修会を開催し

よ

ます。

個店及び商店会

る

の販売力を向上させる

成

ため、逸品運動の
強化

果

を図ります

向上の可能性 低
その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善によ

頁

る効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22

項

年度 平成23年度 平成

目

24年度

決算額 決算額

分

決算額 予算額 試算額 試

析

算額 試算額

事業内容

国

の

庫支出金
財

県支出金
源

視

起債
内

その他　特財
訳

点

一般財源

事業費（A）

左

執行率（%）

内 職員（

記

人）

訳 再任用（人）

人

の

件費（B）

フルコスト

視

（A+B）

点に

４.今後の事業展

関

開（担当課としての提

す

案）
平成22年度の事

る

業の方向性

現状の規模

分

で継続 拡大して継続 縮

析

小して継続 廃止 休止 終

・

了 他事業と統合

＜判断

課

理由＞

平成22年度の

題

取組方針

課長コメント

の

■ 消費者ニーズに対応

抽

した魅力ある個店づく

出

りや商業者の
●■ 経営

総

強化を図るため、商業

合

経営セミナー等を実施

評

するこ

■ とは必要です

価

。 ○
□
□ 事商業経営セ

市

ミナー等の事業を継続

民

し、意識の啓発を図
●

ニ

■ っていくことは有効

ー

です。

■ ○
□
■ 商業経

ズ

営セミナー等を開催し

高

、商業者に時代に対応

事

した
●

□ 商業経営力を

業

身に付けることは妥当

目

です。
○

□
○

□
□ 講師

的

の選定の段階で、コス

の

トの削減を図ります。

達

●
■

○
□

○
□

個店の魅

成

力化を図るために、商

状

業に関する情報の提供

況

や、経営等に関する指

必

導等を充実させ、商業

要

者の後継者育成と経営

性

強化が
図られるように

市

していきます。

セミナ

の

ーなどの開セミナーな

関

どの開セミナーなどの

与

開

催 催 催

0 0 0 0 0 0

の

0

0 0 0 0 0 0 0

0 0

必

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

要

0 0

0 461 414 4

性

45 0 0 0

0 461 4

低

14 445 0 0 0

－ －

事

－

0.00 0.65 0

そ

.65 0.65 0.0

の

0 0.00 0.00

0

他

.00 0.00 0.0
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の展開 平成21年度への展開 平成22年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

－ Ａ：成果があがった Ａ：成果が

頁

あがった

－ ①：予定どおり ①：予定どおり

２１世紀に対応できる高感度な商店 商店街の活性化には魅力ある個店づ
街づくり及び商業の活性化を図るた くりが不可欠であるため、商業経営
めに、商業経営者、後継者、及び従 者、後継者、及び従業員を対象に商
業員を対象に商店街活動・商業のあ 店街活動・商業のあり方についての
り方についての商業経営セミナーを 商業経営セミナーを６回開催し、１
５回開催し、８３人の参加があった ０９人の参加がありました。また、
。また、中小商業の

５

後継者を対象に 中小商

.

業の後継者を対象に「

事

主張す
「主張する店舗

業

」づくりを指導する る

展

店舗」づくりを指導す

開

るため「平
ため「平塚

の

あきんど実践大学」を

経

１ 塚あきんど実践大学

緯

」を８回開催し
０回開

平

催し、３２９人の参加

成

があっ 、２０６人の参

1

加があり、商業者の
た

8

。商業者の経営強化に

年

寄与した。 経営強化を

度

進めることができまし

事

た
。

商業に関する情報

業

の提供や、経営等 個店

分

の魅力化を図るために

平

、商業に
に関する指導

成

等を充実させ、商業者

1

関する情報の提供や、

9

経営等に関す
の後継者

年

育成と経営強化が図ら

度

れる る指導等を充実さ

事

せ、商業者の後継
よう

業

にする。 者育成と経営

分

強化が図られるように

平

していきます。

－ 現状

成

の規模で継続 他事業と

2

統合

商業経営の安定と

0

向上のため、商業 商業

年

経営の安定と向上のた

度

め、商業
経営者、後継

事

者及び従業員を対象に

業

経営者、後継者及び従

分

業員を対象に
したセミ

進

ナーを開催し、意識の

捗

啓発 したセミナーを開

状

催し、意識の啓発
を図

況

る。また、中小商業の

主

後継者、 を図ります。

な

また、中小商業の後継

取

起業者を対象に、「主

組

張する店舗づ 者、起業

と

者を対象に、「主張す

成

る店
くり」を考え実践

果

するための研修会 舗づ

検

くり」を考え実践する

証

ための研
を開催する。

結

修会を開催します。

－

果

実施計画事業 事務事業

平成20年度へ
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Ｏ

の個店をインターネッ

そ

トで紹介する「湘南ひ

の

らつかショップイン
フ

他

ォメーション」掲載店

　

舗を対象に個店のホー

】

ムページ作成の支援を

【

しましたが、ホームペ

協

ージの作成申請数が目

働

標値に到達し
ませんで

：

した。

Ｂ：おおむね成

】

果があがった

目的・目標 事業の概要

頁

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成18年度 平成19年

１

度 平成20年度 平成2

.

1年度 平成22年度 平

事

成23年度 平成24年

業

度
目

標

実

績

指標名 単位

の

説明・算定式

成果指標

位

① 平成18年度 平成1

置

9年度 平成20年度 平

付

成21年度 平成22年

け

度 平成23年度 平成2

事

4年度
目

標

実

績

指標名

務

単位

説明・算定式

成果

事

指標② 平成18年度 平

業

成19年度 平成20年

名

度 平成21年度 平成2

事

2年度 平成23年度 平

業

成24年度
目

標

実

績

担当

進捗状況
遅

予

れている理由

平成20

算

年度の主な取組と成果

科

平成20年度
の検証結

目

果

事業評価シート (

事

平成20年度分) 頁

商

業

店等魅力アップ事業

経

種

済部　商業観光課

01 類－070102－09 ハ0000 ○ ●

04 基本

ー

目標４　　活力とにぎ

ド

わいに満ちたまち
総合

ソ

計画の
01 ①〈持続可

フ

能〉　産業の発展を持

ト

続させる
位置付け

02

根

2 産業の経営基盤を

拠

強化する

商業者

□ □ □

法

□ 平塚商工会議所、商

令

店街連合会

店舗のＰＲ

等

をホームページ等を活

対

用し、より広く周知す

象

ること 店舗の近代化や

・

消費者サービスの向上

受

、経営合理化を促進す

益

る
により、利益の増加

者

が図られてます。 ため

事

、店舗コンクールを実

業

施します。また、市内

期

店舗を広く紹
介するた

間

め、ホームページの作

委

成を支援します。

ホー

託

ムページ開設補助金交

、

付件数 件

－

5 6 10 1

協

0 10 10

5 2

顧客が

働

増えたと感じている店

【

舗の割合 ％

顧客が増え

委

たと感じている店舗数

託

／補助金交付件数（年

：

間）

60 70 70 70

3

70 70

20 50

③：

セ

遅れている

店舗の近代

ク

化を図り、消費者サー

・

ビスの向上、経営合理

財

化に努めた優良小売店

団

舗、飲食店舗等の店舗

企

コンクールを平塚商工

業

会議
所、平塚市商店街

Ｎ

連合会と共催して実施

Ｐ

しました。また、市内
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上

催セミナー等の開催

実

位

施、商店等ホー実施、

施

商店等ホー実施、商店

策

等ホー・店舗コンクー

へ

ル・店舗コンクール・

の

店舗コンクール

ムペー

貢

ジ作成支援ムページ作

献

成支援ムページ作成支

高

援の実施、ホームペの

市

実施、ホームペの実施

民

、ホームペ

等 等 等 ージ

満

作成支援 ージ作成支援

足

ージ作成支援

0 0 0 0

度

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

を

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

高

0 0 0 0

0 415 22

め

4 393 838 838

る

838

0 415 224

方

393 838 838 8

策

38

－ － －

0.00 0

業

.50 0.50 0.7

有

0 0.70 0.70 0

効

.70

0.00 0.0

性

0 0.00 0.00 0

継

.00 0.00 0.0

続

0

0 4,196 4,1

に

96 5,850 5,8

よ

50 5,850 5,8

る

50

0 4,611 4,

成

420 6,243 6,

果

688 6,688 6,

向

688

● ○ ○ ○ ○ ○ ○

上

商業に取組む意欲を向

の

上させると共に、情報

可

化を推進する必要があ

能

り、現状規模で継続し

性

ていきます。

店舗の近

低

代化や消費者サービス

そ

の向上、経営合理化を

の

促進するため、セミナ

他

ー等の開催、店舗コン

事

クールを実施します。

業

また、
市内店舗を広く

の

紹介するため、ホーム

目

ページ作成を支援しま

的

す。　また、２２年度

､

からは、商業経営セミ

対

ナー等開催事業と統合

象

し、レベルアップを図

､

ります。
店舗コンクー

内

ルの入賞店のPRや、

容

ホームページの掲載内

分

容のチェック等により

高

事業の効果を高めます

受

。

益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善によ

頁

る効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22

項

年度 平成23年度 平成

目

24年度

決算額 決算額

分

決算額 予算額 試算額 試

析

算額 試算額

事業内容

国

の

庫支出金
財

県支出金
源

視

起債
内

その他　特財
訳

点

一般財源

事業費（A）

左

執行率（%）

内 職員（

記

人）

訳 再任用（人）

人

の

件費（B）

フルコスト

視

（A+B）

点に

４.今後の事業展

関

開（担当課としての提

す

案）
平成22年度の事

る

業の方向性

現状の規模

分

で継続 拡大して継続 縮

析

小して継続 廃止 休止 終

・

了 他事業と統合

＜判断

課

理由＞

平成22年度の

題

取組方針

課長コメント

の

□ 商業に取り組む意欲

抽

を向上させると共に、

出

情報化を推進
●■ する

総

ことが必要です。

■ ○

合

□
□ 個店の魅力化の推

評

進や、ホームページ等

価

による情報発信
●■ に

市

より、市民への満足度

民

が高まることから、今

ニ

後も事業

■ を継続する

ー

ことは有効です。 ○
□

ズ

■ 商業に取り組む意欲

高

を向上させるために、

事

店舗コンクー
●

■ ル、

業

ホームページ作成支援

目

事業の継続は妥当です

的

。
○

□
○

□
□ 店舗コン

の

クール事業の平塚商工

達

会議所、平塚商店街連

成

合
○

□ 会での事業実施

状

の検討が必要です。
●

況

■
○

□

分析項目の総合

必

評価は高いことから今

要

後も取り組みますが、

性

店舗コンクール入賞店

市

のPR及び平塚商工会

の

議所、平塚市商店街連

関

合
会での事業実施の検

与

討も必要です。またホ

の

ームページによる個店

必

の情報発信も必要であ

要

ることから、ホームペ

性

ージ作成支援事業
のP

低

Rを強化していきます

事

。

店舗コンクールの店

そ

舗コンクールの店舗コ

の

ンクールのセミナー等

他

の開催セミナー等の開
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の

ルアップを図ります。

展

－ 実施計画事業 実施計

開

画事業

平成21年度への展開 平成22年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

－ Ｃ：十分に成果をあげることが

頁

でき
なかった

Ｂ：おおむね成果があがった

－ ①：予定どおり ③：遅れている

店舗の近代化を図り、消費者サービ 店舗の近代化を図り、消費者サービ
スの向上、経営合理化に努めた優良 スの向上、経営合理化に努めた優良
小売店舗、飲食店舗等の店舗コンク 小売店舗、飲食店舗等の店舗コンク
ール表彰を平塚商工会議所、平塚市 ールを平塚商工会議所、平塚市商店
商店街連合会と共催して実施した。 街連合会と共催して実施しました。
また、市内の個店をインターネット また、市内の個店をイ

５

ンターネット
で紹介す

.

る「湘南ひらつかショ

事

ップ で紹介する「湘南

業

ひらつかショップ
イン

展

フォメーション」掲載

開

店舗を対 インフォメー

の

ション」掲載店舗を対

経

象に個店のホームペー

緯

ジ作成を支援 象に個店

平

のホームページ作成の

成

支援
したが、十分に成

1

果をあげることが をし

8

ましたが、ホームペー

年

ジの作成
できなかった

度

。 申請数が目標値に到

事

達しませんでし
た。

分

業

析項目の総合評価は高

分

いことから 分析項目の

平

総合評価は高いことか

成

ら
今後も取り組むが、

1

店舗コンクール 今後も

9

取り組みますが、店舗

年

コンク
事業の一部市民

度

審査委員の導入及び ー

事

ル入賞店のPR及び平

業

塚商工会議所
平塚商工

分

会議所、平塚商店街連

平

合会 、平塚市商店街連

成

合会での事業実施
での

2

事業実施の見直し等も

0

必要であ の検討も必要

年

です。またホームペー

度

る。 ジによる個店の情

事

報発信も必要であ
るこ

業

とから、ホームページ

分

作成支援
事業のPRを

進

強化していきます。

－

捗

現状の規模で継続 現状

状

の規模で継続

店舗の近

況

代化や消費者サービス

主

の向 店舗の近代化や消

な

費者サービスの向
上、

取

経営合理化を促進する

組

ため、店 上、経営合理

と

化を促進するため、セ

成

舗コンクールを実施す

果

る。また、市 ミナー等

検

の開催、店舗コンクー

証

ルを
内店舗を広く紹介

結

するため、ホーム 実施

果

します。また、市内店

平

舗を広く
ページ作成を

成

支援する。　 紹介する

2

ため、ホームページ作

0

成を
支援します。　ま

年

た、２２年度から
は、

度

商業経営セミナー等開

へ

催事業と
統合し、レベ



7 頁

その他　】 【協働： 】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

18年度 平成19年度

.

平成20年度 平成21

事

年度 平成22年度 平成

業

23年度 平成24年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成18年度 平成19

付

年度 平成20年度 平成

け

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成18年度 平成

名

19年度 平成20年度

事

平成21年度 平成22

業

年度 平成23年度 平成

担

24年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成20年

科

度の主な取組と成果

平

目

成20年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成20年度分) 頁

工業

種

活性化促進事業

経済部

類

　産業振興課

01－0 ハ70102－1800 ー00 ○ ●

04 基本目標

ド

４　　活力とにぎわい

ソ

に満ちたまち
総合計画

フ

の
01 ①〈持続可能〉

ト

　産業の発展を持続さ

根

せる
位置付け

02 2 

拠

産業の経営基盤を強化

法

する

平塚市工業活性化令 促進補助金交付要綱

市

等

内企業 平成１７年度 対 ～ 平成２６年度

□ □

象

□ □

企業の流出が防止

・

され、雇用機会の促進

受

が図られています。 産

益

業構造の高度化を図る

者

ため、既存企業の流出

事

防止や雇用機会
の拡大

業

につながる施設整備の

期

助成や雇用の助成を行

間

います。

平塚市工業活

委

性化補助金交付件数 件

託

－

8 11 14

9 12

事

、

業所数（製造業） 事業

協

所

従業員４人以上の事

働

業所

455 455 45

【

5

429 453

①：予

委

定どおり

企業訪問を通

託

して制度のＰＲに努め

：

るとともに、施設整備

3

助成金として１２件の

セ

補助金を交付しました

ク

。また、新たに２件補

・

助
対象事業として認定

財

を行い、事業の拡大を

団

支援しました。

Ａ：成

企

果があがった

業 ＮＰＯ
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位

の助成 雇用の助成

0 0

施

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

策

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

へ

0 0 0 0 0 0

0 58,

の

670 73,480 5

貢

3,000 53,00

献

0 0 0

0 58,670

高

73,480 53,0

市

00 53,000 0 0

民

－ － －

0.00 0.3

満

5 0.35 0.23 0

足

.23 0.00 0.0

度

0

0.00 0.00 0

を

.00 0.00 0.0

高

0 0.00 0.00

0

め

2,937 2,937

る

1,922 1,922

方

0 0

0 61,607 7

策

6,417 54,92

業

2 54,922 0 0

●

有

○ ○ ○ ○ ○ ○

平成21

効

年度までの時限の措置

性

であるので、21年度

継

以降も支払い事務は、

続

事務事業として継続し

に

て行うことになります

よ

。

平成21年度で新規

る

の認定は終了となるた

成

め、新たな制度(企業

果

立地等促進事業）によ

向

り工業の活性化を図っ

上

ていきます。

事業所の

の

新設又は増設した場合

可

の施設整備助成と常用

能

と
して従業員を雇用し

性

た場合に事業者に助成

低

を行うことで
、既存企

そ

業の流出防止、雇用機

の

会の拡大の一助となっ

他

て
います。平成２２年

事

度からは、誘引策を拡

業

充することに
より、さ

の

らに工業の活性化を図

目

って行く必要があると

的

考
えています。

､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平

項

成21年度 平成22年

目

度 平成23年度 平成2

分

4年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成22年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成22年度の取

の

組方針

課長コメント

□
抽

施設助成及び新規雇用

出

助成を行うことは、工

総

業活性化を
●■ 図る上

合

で必要なものであり、

評

５年間で最大１億円を

価

補助

□ することは、流

市

出防止や新規進出の動

民

機付けとなります ○
□

ニ

。

□ 本事業を実施する

ー

ことにより、産業の高

ズ

度化と雇用機会
●□ の

高

拡大を図ることができ

事

ることから有効性が高

業

いです。

■ ○
□
■ 神奈

目

川県が実施する産業集

的

積策であるインベスト

の

神奈川
●

□ と連携しな

達

がら進めている事業で

成

あり、工業の活性化を

状

○
□ 図るとともに、税

況

収の確保と雇用機会の

必

拡大を見込める
○

□ も

要

のであります。

■ 平塚

性

市工業会連合会等の情

市

報交換、企業訪問、工

の

場立地
●

□ 法等の届出

関

によ対象企業の把握を

与

しています。
○

□
○

□

の

平成２１年度までの時

必

限の事業であることか

要

ら、工業の活性化を図

性

るため、その後の対応

低

について検討する必要

事

があります。

施設整備

そ

の助成、施設整備の助

の

成、施設整備の助成、

他

施設整備の助成、

雇用

上

の助成 雇用の助成 雇用
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展開 平成21年度への展開 平成22年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

－ Ａ：成果があがった Ａ：成果があがった

－ ①：予定どおり ①：予定どおり

施設整備助成対象区域及び新規雇用 企業訪問を通して制度のＰＲに努め
助成の対象範囲を拡大した。施設整 るとともに、施設整備助成金として
備助成として８件、新規雇用助成と １２件の補助金を交付しました。ま
して１件の補助金を交付し、製造事 た、新たに２件補助対象事業として
業所など中小企業に対し雇用の促進 認定を行い、事業の拡大を支援しま
に努めた。 した。

平成２２年度までの時限の事業であ 平成２１年度まで

５

の時限の事業であ
るこ

.

とから、工業の活性化

事

を図るた ることから、

業

工業の活性化を図るた

展

め、その後の対応につ

開

いて検討する め、その

の

後の対応について検討

経

する
必要がある。 必要

緯

があります。

－ 現状の

平

規模で継続 現状の規模

成

で継続

工場立地法に関

1

する届出案件、企業 平

8

成21年度で新規の認

年

定は終了とな
訪問及び

度

市工業会連合会との情

事

報交 るため、新たな制

業

度(企業立地等促
換に

分

より対象の把握をする

平

とともに 進事業）によ

成

り工業の活性化を図っ

1

、更に工業の活性化を

9

図るために平 ていきま

年

す。
成２２年度以降の

度

策について検討し
てい

事

く。

－ 実施計画事業 事

業

務事業

分 平成20年度事業分

進捗状況

主な取組と成果

検証結果

平成20年度への
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Ｏ その他　】 【協働： 】

目的・目標 事業の概要

頁

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成18年度 平成19年

１

度 平成20年度 平成2

.

1年度 平成22年度 平

事

成23年度 平成24年

業

度
目

標

実

績

指標名 単位

の

説明・算定式

成果指標

位

① 平成18年度 平成1

置

9年度 平成20年度 平

付

成21年度 平成22年

け

度 平成23年度 平成2

事

4年度
目

標

実

績

指標名

務

単位

説明・算定式

成果

事

指標② 平成18年度 平

業

成19年度 平成20年

名

度 平成21年度 平成2

事

2年度 平成23年度 平

業

成24年度
目

標

実

績

担当

進捗状況
遅

予

れている理由

平成20

算

年度の主な取組と成果

科

平成20年度
の検証結

目

果

事業評価シート (

事

平成20年度分) 頁

漁

業

港整備事業

経済部　農

種

水産課

01－0602 類03－010000 ● ハ ○

04 基本目標４　　

ー

活力とにぎわいに満ち

ド

たまち
総合計画の

01

ソ

①〈持続可能〉　産業

フ

の発展を持続させる
位

ト

置付け
02 2 産業の

根

経営基盤を強化する

漁拠 港漁場整備法

漁業者

□

法

□ □ □

漁港利用者の利

令

便性が図られ、安全で

等

機能的な漁港が整備さ

対

れ 漁港利用者の利便性

象

や機能の向上を図るた

・

め、防潮堤や導流堤
て

受

います。 等の漁港施設

益

の整備をします。

３か

者

年の漁港整備進捗率 ％

事

H19：（東臨港道路

業

整備工事）25％  

期

H20: (西防潮堤

間

・右岸導流堤（改良）

委

、工法調査）15％　

託

　H21: 
 (西防

、

潮堤建設工事）60％

協

25 40 100

25 2

働

5

③：遅れている

漁村

【

再生計画が策定できず

委

、計画に基づく事業が

託

実施できなかったため

：

です。

漁村再生計画の

3

策定作業を進めました

セ

。

Ｃ：十分に成果をあ

ク

げることができなかっ

・

た

財団 企業 ＮＰ
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上

7,500 20,00

位

0

0 30,000 16

施

8 8,900 0 70,

策

000 80,000

－

へ

－ －

0.00 0.82

の

0.82 0.62 0.

貢

62 0.62 0.62

献

0.00 0.00 0.

高

00 0.00 0.00

市

0.00 0.00

0 6

民

,881 6,881 5

満

,181 5,181 5

足

,181 5,181

0

度

36,881 7,04

を

9 14,081 5,1

高

81 75,181 85

め

,181

● ○ ○ ○ ○ ○

る

○

平成２１年度中に漁

方

村再生計画を策定し、

策

国の漁村再生交付金対

業

象事業としての採択を

有

受け、平成２２年度か

効

らの事業着手を目
指し

性

ますが、平成２１年度

継

が事業採択の最終年度

続

であることから、現段

に

階では２１年度中の採

よ

択が不確定であります

る

。漁村再生
計画が採択

成

されなかった場合は、

果

新設予定の後継制度や

向

他の補助制度を活用し

上

、漁港関連事業の整備

の

計画を策定します。

２

可

１年度中に漁村再生計

能

画が採択された場合は

性

、２２年度の補正予算

低

対応により、事業に着

そ

手します。事業期間は

の

、２２年度か
ら２７年

他

度までの６ヵ年で総事

事

業費６億円、１ヵ年約

業

１億円の事業費ベース

の

を想定しています。

　

目

漁業の生産基盤として

的

漁港の機能を効果的に

､

発揮する
ため、漁村再

対

生計画等、漁港関連事

象

業の整備計画を早期
に

､

策定し、国県の補助制

内

度を活用した計画的な

容

施設整備
を進めるもの

分

です。

高
受益者負担､補助額

妥当性 中
業務の執行体制(人員配置､業務分担)

低
その他

析
業務プロセス改善によ

頁

る効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22

項

年度 平成23年度 平成

目

24年度

決算額 決算額

分

決算額 予算額 試算額 試

析

算額 試算額

事業内容

国

の

庫支出金
財

県支出金
源

視

起債
内

その他　特財
訳

点

一般財源

事業費（A）

左

執行率（%）

内 職員（

記

人）

訳 再任用（人）

人

の

件費（B）

フルコスト

視

（A+B）

点に

４.今後の事業展

関

開（担当課としての提

す

案）
平成22年度の事

る

業の方向性

現状の規模

分

で継続 拡大して継続 縮

析

小して継続 廃止 休止 終

・

了 他事業と統合

＜判断

課

理由＞

平成22年度の

題

取組方針

課長コメント

の

□ 甲種漁港施設として

抽

市が管理する漁港の整

出

備であること
●□ から

総

、市が関与する必要性

合

は高いです。

■ ○
□
■

評

総合計画に位置づけた

価

産業の経営基盤を強化

市

するための
●□ 事業で

民

あり、活力ある漁業を

ニ

振興する上で有効性は

ー

高い

□ です。 ○
□
■ 漁

ズ

港利用者の利便性や安

高

全性を高め、機能的な

事

漁港を整
●

□ 備するも

業

のであり、事業の目的

目

・内容等は妥当です。

的

○
□

○
□
□ 国県の補助

の

制度を利用して整備を

達

進めるものであり、事

成

●
□ 業手法は妥当です

状

。
○

■
○

□

２２年度以

況

降に漁村再生計画に基

必

づく漁港施設を順次整

要

備していくためには、

性

２１年度中に漁村再生

市

計画の策定が必要とな

の

りま
す。

東臨港道路整

関

備 事務費です。 漁村再

与

生計画策定漁港整備計

の

画策定右岸導流堤改修

必

右岸導流堤改修

0 15

要

,000 0 0 0 35,

性

000 40,000

0

低

7,500 0 0 0 17

事

,500 20,000

そ

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

の

0 0 0 0

0 7,500

他

168 8,900 0 1
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の展開 平成21年度への展開 平成22年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

－ Ａ：成果があがった Ｃ：十分に

頁

成果をあげることができ
なかった

－ ①：予定どおり ③：遅れている

東臨港道路を計画どおり５３ｍ整備 漁村再生計画の策定作業を進めまし
できた。 た。

整備途上のため、関係部署との調整 ２２年度以降に漁村再生計画に基づ
を行いながら順次整備を行っていく く漁港施設を順次整備していくため
。 には、２１年度中に漁村再生計画の

策定が必要となります。

－ 現状の規模で継続 現状の規模で継続

西防潮提延長工事及び陸揚施設を設 ２１年度中に漁村再生計画が採択さ
置する。 れた場合は、２

５

２年度の補正予算対
応

.

により、事業に着手し

事

ます。事業
期間は、２

業

２年度から２７年度ま

展

で
の６ヵ年で総事業費

開

６億円、１ヵ年
約１億

の

円の事業費ベースを想

経

定して
います。

－ 実施

緯

計画事業 実施計画事業

平成18年度事業分 平成19年度事業分 平成20年度事業分

進捗状況

主な取組と成果

検証結果

平成20年度へ
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